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ング･ケースとしての最高裁判所昭和50年判決(以
下昭和50年判決と言う）２が誕生した。
安全配慮義務違反が問題となる事例は，いわゆ
る完全』性利益3の侵害に当たるものであるため，
不法行為によっても規律されうるものであった。
また右昭和50年判決は，安全配慮義務につき，「あ
る法律関係に基づいて特別な社会的接触の関係に
入った当事者間において，当該法律関係の付随義
務として当事者の一方又は双方が相手方に対して
信義則上負う義務として一般的に認められるべき
ものである４」とした。そのため安全配慮義務の
１性質について，契約上の責任なのか不法行為上の
第一章問題の所在
労災事故が発生した場合,被害者(労働者及び遺
族)は,労働基準法ないし労災保険法による一定の
補償を請求することができる。しかしこうした補
償が被害者の損害を十分に填補できない場合，被
用者が使用者に対し不法行為による損害賠償を請
求するのが一般であった。これに対し，昭和40年
代後半頃から，雇用契約ないし労働契約上の安全
保証義務違反を理由とする債務不履行による損害
賠償請求を認めた下級審判決が現れた1゜こうし
た裁判例の後を受けて，安全配慮義務のリーディ
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わざわざ債務不履行構成にする必要`性が乏しい。
時効回避の問題は,民法724条の解釈論の中で受け
止めるべきであるという意見もある９。また，す
べての事件は不法行為規範の３年の時効が消滅し
てから訴えるわけではないので，債務不履行構成
をとる消滅時効期間のみ有利となる安全配慮義務
規範のメリットがかなり削減した。
このように安全配慮義務を契約責任と構成する
か不法行為責任と構成するかは損害賠償の局面で
は大きな問題ではないといえ，この点を論じる意
義はあまりないとする論調が主流となった'0。
そこで近時は，契約構成をとる場合と不法行為
構成をとる場合との相違として，安全配慮義務を
契約責任として理解した場合には，損害賠償請求
権以外に，債権者に労務提供拒絶権や履行請求権
まで認めることができるという点が指摘され''，
この点をめぐって議論がなされつつある。
もっとも損害賠償の領域においても現在なお議
論があり得るものとして,次のような問題がある。
すなわち，安全配慮義務の当事者間には，「特別
な社会的接触の関係」が存在するので，不法行為
規範より厳しい義務を認めることが当然であるの
に対し，「特別な社会的接触の関係」がない不法行
為規範では，高度な損害賠償責任を問うことが困
難になる場合が発生するという見解がある'2。ま
た，不法行為法規範は，自己の行為または自己の
支配下にある領域から他人を害してはらないとい
う消極的な義務を負わせるにすぎないのに対し，
安全配慮義務は，自己の行為または支配領域から
他人の法益の侵害を生ぜしめないという消極的な
不可侵義務を負わせるにとどまらず，他人の行
為・支配領域に積極的介入して他人の法益を保護
すべき積極的保護措置義務まで負わせるものであ
り，安全配慮義務規範でしか処理できない固有領
域が存するという見解がある'3。
これに対して，不法行為規範から安全配慮義務
理論と同様の義務を導き出すことができるという
見解がある。つまり「不法行為上の一般的注意義
務といえども，濃淡様々の関係にある者の間にお
ける注意義務を想定するものであり，そこには安
責任なのか，あるいは契約責任でも不法行為責任
でもない信義則を根拠とした第三の責任なのかと
いう点をめぐって,かなり激しい議論がなされた5゜
この点について，判例は契約構成を採ることを次
第に明らかにしていったが6，この過程でそもそ
も安全配慮義務を不法行為で構成する場合と債務
不履行で構成する場合とで，どのような相違があ
るかということについても議論が展開された。
安全配慮義務が主張された当初は，不法行為責
任と構成するよりも，契約責任と構成した方が被
害者にとって過失の存否についての立証責任およ
び消滅時効期間の二点で有利であると主張された。
すなわち，立証責任ついては，通常に不法行為責
任の場合には債権者（被害者）が負担し，債務不
履行責任の場合には債務者(加害者)が負担する。
消滅時効については，不法行為責任では，損害及
び加害者を知った時から３年の消滅時効期間を適
用し，これに対し，契約責任では権利を行使しう
る時から１０年で時効にかかることになる。
しかしながらその後の判例と学説によると，必
ずしもこれらの点が被害者にとって有利とは言え
ないということが指摘されるようになった。
立証責任の点については，判例は「(安全配慮）
義務の内容を特定し，かつ，義務違反に該当する
事実を主張・立証する責任は，国の義務違反を主
張する原告にある」とする7．物の給付義務をそ
の債務内容とする一般の債務不履行においては，
債務内容が当事者の合意などにより明確なため，
債務内容を特定し，債務不履行の事実を主張・立
証することは，それほど困難ではない。しかしな
がら，安全配慮義務においては，その具体的な内
容は，「職種,地位および安全配慮義務が問題とな
る当該事故の具体的状況によって異なるべきであ
るから8｣，その義務違反の事実を主張・立証する
ことは,その実質において，不法行為における「過
失」の立証をすることと，ほとんど異ならないと
もいえる。
消滅時効については，以前と同様に１０年の消滅
時効期間に適用し,不法行為責任より有利である。
しかしながら,時効期間を延長するだけのために，
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全配慮義務が認められるような『特別の社会的接
触」が存在する場合も含まれ，その濃淡に応じた
内容・程度の注意義務が社会通念によって設定さ
れるはずである。……したがって，『特別の社会的
接触」が存在する場合に，信義則上すなわち社会
通念上安全配慮義務が認められるならば，それと
同様の内容程度の不法行為上の注意義務が認めら
れるはずである｡」とする'4。
もっとも，はたしていずれの見解が理論的に妥
当なのか，また，仮にこのような場合について不
法行為でもカバーしうるとしても，契約責任と構
成する場合と本当に差違が生じないのか，といっ
た点については必ずしも活発な議論がなされてい
ないように思われ，損害賠償の局面でも安全配慮
義務を契約責任として構成することに独自の意義
があるか否かについて議論する余地はなお残され
ているといえるのではなかろうか。
そこで，本稿では，損害賠償の領域において安
全配慮義務を契約責任と構成することの有用性に
ついて，従来の判例・裁判例および学説をあらた
めて整理・分析することによって，議論の対立点
を明確にし，今後論ずべき課題を明らかにしたい
と考える。その際いわゆる第三者惹起型事故をめ
ぐる判例・裁判例および学説に対象を限定して検
討を加えることとする。契約構成とすることの独
自性を認める見解は，主にこの局面を念頭におい
ており，また，右の議論の対立がもっとも先鋭的
に現れるのがこの局面であるからである。なお安
全配慮義務は，在学契約，旅客運送契約など，雇
用関係以外の領域でも問題となり得るが，それぞ
れの領域ごとに特殊な考慮が必要と思われるので，
本稿では雇用関係をめぐる議論のみを取り上げる
ことにしたい。
以下では，まず，リーディングケースである昭
和５０年判決を紹介した後，それ以降のいわゆる第
三者惹起型事故をめぐる判例・裁判例を整理検討
し，判例の特徴を明らかにする（第二章)。次に，
安全配慮義務についての無用説（不法行為説）と
有用説（契約責任説）を紹介し，各説の特徴を明
らかにする（第三章)。最後に，これらの議論を前
提に安全配慮義務を契約責任と構成することに独
自の意義を見出す可能`性とその際に論ずべき課題
について分析を加えることにしたい(第四章)。
第二章裁判例の紹介
一はじめに
本章では，まず,安全配慮義務のリーディング・
ケースー昭和５０年判決を紹介し，次に，第三者
惹起型事故に関する判決４件を紹介する｡そして，
各判決の位置付けを分析する。そこでは，特に契
約規範上の安全配慮義務としての特徴を抽出し，
不法行為法の義務より高度な義務とされる根拠に
ついて考察する。
ニリーディング・ケースー昭和50年判決
(－）事実と一審・二審判決
１事実
自衛隊員Ａは，昭和40年７月１３日，青森県八戸
市にある自衛隊車両整備工場で作業中，同僚隊員
Ｂ運転の大型自動車に頭部を礫かれて死亡した。
Ａの両親Ｘらは，国家公務員災害補償法による補
償金約80万円を受け取った。Ｘらは，補償金の額
が世間一般の交通事故の補償額に比してあまりに
低額なのに不満をいだいていたが，自衛隊遺族会
誌の記事や追悼式後の懇談会の席上での自衛官の
発言から，殉難者に対しては国家公務員災害補償
法その他の法律に定められたこと以外は国として
はなにもできないと知らされ，支給された補償金
以外は，国に対して損害賠償を請求できないと信
じてきた。ところが，昭和44年７月Ｃに出した手
紙に対する返事で，Ｘらは，初めて国に対する損
害賠償請求ができることを知り，同年１０月６日，
国Ｙに対して，逸失利益,慰謝料,弁護士費用等，
約1,500万円の損害賠償を請求した。
２－審(東京地裁昭和46年１０月30日)はＹの時効
抗弁を容れ，Ｘらの本件事故による損害賠償請求
権は民法724条により，３年の経過をもって時効に
より消滅したとして，Ｘらの請求を棄却した。
これに対しＸらから控訴。その際「Ｙは自衛隊
人間社会環境研究第15号２００８．３5４
として，法は，公務員が職務に専念すべき義務…
…を負い，国がこれに対応して公務員に対し給与
支払義務……を負うことを定めているが，国の義
務は右の給付義務にとどまらず,」
②「国は，公務員に対し，国が公務遂行のため
に設置すべき場所，施設もしくは器具等の設置管
理又は公務員が国もしくは上司の指示のもとに遂
行する公務の管理にあたって，公務員の生命及び
健康等を危険から保護するよう配慮すべき義務
(以下「安全配慮義務」という。）を負っているも
のと解すべきである｣。
③「もとより，右の安全配慮義務の具体的内容
は，公務員の職種，地位及び安全配慮義務が問題
となる当該具体的状況等によって異なるべきもの
であ（る),」
④「国が，不法行為規範のもとにおいて私人に
対しその生命，健康等を保護すべき義務を負って
いるほかは，いかなる場合においても公務員に対
し安全配慮義務を負うものではないと解すること
はできない｡」
⑤「けだし，右のような安全配慮義務は，ある
法律関係に基づいて特別な社会的接触の関係に入
った当事者間において，当該法律関係の付随義務
として当事者の一方又は双方が相手方に対して信
義則上負う義務として一般的に認められるべきも
のであって，国と公務員との間においても別異に
解すべき論拠はなく，」
⑥「公務員が前記の義務を安んじて誠実に履行
するためには，国が，公務員に対し安全配慮義務
を負い，これを尽くすことが必要不可欠であり,」
⑦「また，国家公務員法93条ないし95条及びこ
れに基づく国家公務員災害補償法並びに防衛庁職
員給与法27条等の災害補償制度も国が公務員に対
し安全配慮義務を負うことを当然の前提とし，こ
の義務が尽くされたとしてもなお発生すべき公務
災害に対処するために設けられたものと解される
からである｡」
⑧「右損害賠償請求権の消滅時効期間は，会計
法30条所定の５年と解すべきではなく，民法167
条１項により１０年と解すべきである｡」
員の使用主として，隊員が服務するについてその
生命に危険が生じないように注意し，人的物的環
境を整備すべき義務を負担しているものであるが，
本件事故発生現場である整備工場内は車両，器材
類が沢山置かれてあり，混雑していた上，騒音が
激しかったのであるから，Ｙは危険防止のため，
車両運転者には安全教育を徹底させ，車両を後進
させる場合には誘導員を配置する等，隊員の安全
管理に万全を期すべきところ，右義務を怠り，本
件事故を発生させたのであるから，これに基づく
損害を賠償すべき責任がある」との主張を追加し
た。
３二審(東京高裁昭和48年１月３１日)は，Ｘらの
請求は理由がないとして請求を棄却したが，Ｘら
の「Ｙは安全保護義務不履行による損害賠償義務
を負担している」旨の主張については，Ａは，通
常の雇用関係ではなく，特別権利関係に基づいて
Ｙのため服務していたのであるから，Ｙは本件事
故について補償法に基づく補償以外に債務不履行
に基づく損害賠償を負担しないものと解するのが
相当である，と判断した。
４原告側の上告理由
原告側は，主に４点の上告理由を主張したが，
最高裁が採用した第四点を紹介しよう。
自衛隊員を含む国家公務員の勤務関係の法的性
質は，特別権力関係ではなく，雇用関係ないし雇
用関係類似の関係というべきである。雇用関係に
おける使用者は，労務者が労務に服する過程にお
いて生命や健康に危険が生じないように注意し，
物的及び人的環境を整備する義務を負っているが，
同様の関係は同様に取り扱われるべく，Ａの使用
者であるＹは，Ａに対する安全保護義務の|解怠に
より生じさせた本件事故について，債務不履行に
基づく損害賠償義務を負担している。
(二）最高裁判決の理論構造
最高裁は次のように安全配慮義務を認めて，原
判決を破棄差し戻した(便宜上,判旨を①ないし⑧
に区切って，その一部を紹介する)。
①「国と国家公務員との間における主要な義務
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この判決において明らかにした点は次の４点が
ある
第一，国と公務員との間で，国は公務員に対して
安全配慮義務を負っている。（判旨②）
第二，同義務の内容は公務員の職種，地位，具体
的状況によって異なる。（判旨③）
第三，同義務は，ある法律関係に基づいて特別な
法律関係に入った当事者間で信義則上生じる義
務であり，国の公務員に対する安全配慮義務は
その－つである。（判旨⑤）
第四，安全配慮義務の違反に基づく損害賠償請求
権の時効期間は,民法167条１項に基づき10年と
している。（判旨⑧）
けたところを許可無く無理矢理入り込んだ。訴外
Ａは，訴外Ｔに冷たい態度をとり，暗に退去を促
したところ，立腹し，訴外Ａに，商品展示場の畳
式部分に正座するよう命じたが，反抗的な態度が
改まらなかったため，ビニール紐で首を絞める等
して殺害した。
事件当時の本件社屋の状況は，以下のようなも
のであった。即ち，①社屋自体は堅固なつくりに
なっていた｡②社屋内では,高価な反物や毛皮が，
施錠された保管庫等に収納されずに陳列されてい
た(但し,これは業界の常識上特異なものではなか
った)。③防犯ベル・防犯灯等の設備はなかった。
④くぐり戸が夜間出入り口となっていて，そこに
のぞき窓やインターホンはなく，来訪者はブザー
で知らせることになっていた。防犯チェーンもな
かった。従って，夜間宿直中に誰かがブザーポタ
ンを押しても，社屋内にいる宿直員はくぐり戸を
開けて見ないと相手を確かめることは困難であり，
くぐり戸を開けた途端その者が社屋内に押し入っ
てしまうと，退去させることは非常に困難であっ
た。
なお，Ｙでは，訴外Ｔ在職中の昭和52年１０月頃
から商品の紛失事故が発生しており，５３年７月に
は，前記の盗難未遂事件があった他，本件事故前
には，訴外Ｔから訴外Ａ宛に電話かあり，Ｙ代表
者が不審に思ったため，訴外Ｔとは交際しないよ
う注意を促していた。その後，代表者やＹ従業員
がとると無言で切れる電話や，明らかに訴外Ｔと
思われる声の不審電話が続いていたが,Ｙからは，
戸締まりを厳重にするよう宿直員に命じるに留ま
っていた。
そこで，訴外Ａの両親であるＸら(原告,被控訴
人,被上告人)が,Ｙの安全配慮義務違反を根拠に，
逸失利益，慰謝料，葬祭費，弁護士費用を求めて
提訴。
三昭和50年判決以降の裁判例の紹介
①川義事件一最判昭和59年４月１０日（民集38巻
６号557頁）
事実の概要
訴外Ａは,昭和53年３月,高校卒業後,Ｙ(被告，
控訴人，上告人)に入社。同年４月頃，先輩より，
元Ｙの従業員で，１年先輩に当たる無職の訴外Ｔ
を紹介され，しばらく飲食や話を共にした。しか
し，訴外Ｔは，在職中からＹの商品である反物類
を盗み出しては換金し，退社後も親しくなった新
入社員を訪ねたりしながら，隙を見て盗みを続け
ていた。訴外Ａも，直に彼の不法目的を知り，警
戒するようになった。７月には，訴外Ｔが盗難未
遂事件を起こし，これを防止した宿直中の従業員
が直属の上司や訴外Ａら若手従業員に伝え,今後，
彼を社屋に入れないよう申し合わせたが，上層部
には報告しなかった。
こうした中，訴外Ａは，８月１３日午前９時から
１４日午前９時までの24時間宿直勤務を命じられ，
Ｙ社屋(以下，本件社屋と呼ぶ)内に１人だけ残る
こととなった。そこに，新入り従業員が宿直担当
であることを知っていた訴外Ｔが現れた。彼は，
１度目はトイレを借りると言って中に入ったが，
「社長がもうすぐ帰ってくる｣，という訴外Ａのウ
ソにかかり，退出した。しかしあきらめきれず，
２度目は，ブザーに応じて訴外Ａがくぐり戸を開
判旨
「雇傭契約は，労働者の労務提供と使用者の報
酬支払をその基本内容とする双務有償契約である
が，通常の場合，労働者は，使用者の指定した場
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等の物的設備を施さず｣，また，（２）「盗難等の危
険を考慮して休日又は夜間の宿直員を新入社員１
人としないで適宜増員するとか宿直員に対し＋分
な安全教育を施すなどの措置を講じていなかっ
た｣，「というのであるから，Ｙには，訴外Ａに対
する前記の安全配慮義務の不履行があったものと
いわなければならない｣。
「そして，前記の事実からすると，Ｙにおいて
前記のような安全配慮義務を履行しておれば，本
件のような訴外Ａの殺害という事故の発生を未然
に防止しえたというべきであるから，右事故は，
Ｙの右安全配慮義務の不履行によって発生したも
のということができ，Ｙは，右事故によって被害
を被った者に対しその損害を賠償すべき義務があ
るものといわざるをえない｣。
②新入隊員の喧嘩による負傷，死亡事件東京
高裁昭和52年10月27日判時881号112頁
陸上自衛隊の新隊員の前期教育課程の終了日に，
新入隊員が同僚との喧嘩により負傷，死亡した事
例で，国（上官）は，自衛隊員の居住場所におい
てもその生命，身体の安全を保護すべき義務を負
うが,｢事故の発生が客観的に予測されるような特
段の事情」ない限り，営内生活の指導に当たる上
官には部下の行動を逐一監視すべき義務はないも
のというべきであり，このことは，当該部下が未
成年者であるとか，新隊員課程の教育を受けてい
るものであるからといって別異に解すべき合理的
理由はないものというべきである。国の安全配慮
義務違反が否定される。
③拾得した毒コーラを飲んで死亡した事故大
阪地裁昭和56年２月20日判時1021号124頁
本件は，死亡した高校生Ａの父親Ｘが，当時Ａ
のアルバイト先であった国鉄新幹線の車内販売会
社Ｙに対し，うさんくさい飲食物の提供は避ける
べき義務があったがこれを怠ったものである，ま
た，Ｙの職員Ｂ班長は，その引卒する従業員の健
康,安全を保護する義務があったのにこれを怠り，
Ａの同僚Ｃは，Ａにうさんくさい飲食物の供与を
避けるべき注意義務を怠ったもので，従業員に対
する安全配慮義務の債務不履行責任及びＢ，Ｃに
所に配置され，使用者の供給する設備，器具等を
用いて労務の提供を行うものであるから，使用者
は，右の報酬支払義務にとどまらず，労働者が労
務提供のため設置する場所，設備もしくは器具等
を使用し又は使用者の指示のもとに労務を提供す
る過程において，労働者の生命及び身体等を危険
から保護するよう配慮すべき義務(以下『安全配慮
義務」という。）を負っているものと解するのが相
当である｣。
「もとより，使用者の右の安全配慮義務の具体
的内容は，労働者の職種，労務内容，労務提供場
所等安全配慮義務が問題となる当該具体的状況等
によって異なるべきものであることはいうまでも
ない｣。
「これを本件の場合に即してみれば，Ｙは，訴
外Ａ－人に対し昭和53年８月13日午前９時から２４
時間の宿直勤務を命じ，宿直勤務の場所である本
件社屋内，就寝場所を同社屋１階商品陳列場と指
示したのであるから｣，（１）「宿直勤務の場所であ
る本件社屋内に，宿直勤務中に盗賊等が容易に侵
入できないような物的設備を施し｣，かつ，（２）「万
一盗賊が侵入した場合は盗賊から加えられるかも
知れない危害を免れることができるような物的施
設を設ける」とともに，（３）「これら物的施設等を
十分に整備することが困難であるときは，宿直員
を増員するとか宿直員に対する安全教育を十分に
行うなどし，もって右物的施設等と相まって労働
者たる訴外Ａの生命，身体等に危険が及ばないよ
うに配慮する義務があったものと解すべきであ
る｣。
「そこで……本件をみるに，……休日又は夜間
には盗賊が侵入するおそれがあったのみならず，
当時，Ｙでは現に商品の紛失事故や盗難が発生し
たり，不審な電話がしばしばかかってきていたと
いうのであり，しかも侵入した盗賊が宿直員に発
見されたような場合には宿直員に危害を加えるこ
とも十分予見することができたにもかかわらず，
Ｙでは｣，（１）「盗賊侵入防止のためののぞき窓，
インターホン，防犯チェーン等の物的設備や侵入
した盗賊から危害を免れるために役立つ防犯ベル
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それぞれ過失があったとして使用者責任に基づき，
慰謝料の支払を訴求した事案である。
本判決は，Ｙ会社の勤務の実態に照らすと，従
業員の安全な宿泊態勢を取る必要'性があるから，
Ｙとしては，右寮に赴く途中及び案内での従業員
の安全や健康管理についても配慮すべきことが，
雇用契約に付随する義務として要求されるが，本
件の場合，最初にコーラびんを拾い上げてＡに渡
したＢの行為はＹの業務とは何の関係もなく，ま
た，Ａがこれを飲んだ行為もまったくＡ個人の私
的な行動であって，Ｙの勤務態勢,従業員の安全・
健康管理とは無関係である，Ｙの安全配慮義務違
反を否定した。
④リサイクルショップの店長強殺された事件
東京高裁平成18年５月10日判時1941号168頁
本件は，Ｙ１の経営するリサイクルショップ店
内（本件ショップ）で，同店にレイアウト変更の
手伝いに来ていたＹ１の系列店の店長Aが,当時ア
ルバイトで本件ショップで勤務していたＢ及びＢ
の友人Ｃが同店内において引き起こした強盗殺人
等の事件の被害者となって死亡したため，Ａの父
母Ｘらは，本件ショップの経営会社Ｙ１，Ｙ２に
対し，強盗等の侵入防止のためのセキュリティシ
ステム（施錠，監視カメラ及び通報装置）を設置
し，従業員の増員や安全教育等を行って従業員の
安全を図るべき債務の不履行があったと主張した
事件である。
本判決は,(a)本件ショップにおいても夜間店舗
荒らし等の被害に遭う可能性があること,そして，
その際従業員と犯人が顔を合わせると犯人が凶悪
な行動に出て従業員に危難が及ぶ可能性が高いこ
とは，Ｙらにおいても，その危険'性を予見し得た
ものというべきである。(b)Ａの遂行していた業務
は，強盗犯による生命，身体に対する具体的な危
険`性を有しており，かつ，かかる危険が使用者に
とって十分に管理可能であったことを認めること
ができる。（c）本件ショップの業務遂行上，閉店
後も従業員出入口を開放しておく事情があったの
であれば，従業員の安全を確保するため，施錠に
代わる方策として,出入口に監視する人員を置き，
店内に相応の人員を配置するなどの方策を執るべ
き義務があった。（d）Ｙ１Ｙ２には，Ａに対する
安全配慮義務の不履行があったものといわなけれ
ばならず，Ｙ１Ｙ２は，本件事件によって被害を
被ったＡに対しその損害を賠償すべき義務がある，
などと判示した。
四裁判例の位置付けに関する整理
①判決は，昭和50年判決以来，私企業における
使用者の安全配慮義務について最高裁として始め
て定義を与えた。また，安全配慮義務の個別的．
具体的内容を詳細に明言したのは，本判決以前に
は先例がないと言える。例えば，「盗賊侵入防止の
ためののぞき窓，インターホン，防犯チェーン等
の物的設備や侵入した盗賊から危害を免れるため
に役立つ防犯ベル等の物的設備を施さず｣，「盗難
等の危険を考慮して休日又は夜間の宿直員を新入
社員１人としないで適宜増員するとか宿直員に対
し十分な安全教育を施すなどの措置を講じていな
かった」などの細かいところまで指摘し，使用者
の物的，人的の安全対策を要求し，特に従業員に
対する積極的に安全教育を行うことが義務として
要求した。この点から，安全配慮義務の独自の積
極』性が見られる。
④リサイクルショップ事件は，事実関係の面で
①判決と近似し，理論構成も①判決と同様のよう
に見えるが，事実関係において①判決と異なる点
もある。例えば，④事件では，当該ショップにお
いて，本件事故のまえ，同様な事故が発生したこ
とはなく，店内陳列の品物は高価なものではなか
った。これに対し，①事件では，同様な事故は少
なくとも２回があって，店内に保存されていた品
物は反物類のような高価なものである。従って，
予測可能`性について言えば，④事件では①事件よ
り低いにもかかわらず，免責の理由にならず，使
用者に厳しい義務が要求された。また，①事件の
被害者は新入社員であり，④事件は店長である。
会社は，ベテランたる店長に対しても，入り口ド
アの施錠などの常識に近いような安全教育の義務
を負うはずであって，この点から見ても，④事件
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安全配慮義務は，給付義務と直接的な関連がな
いことや，契約が成立しないでもみとめられるこ
とから，通常は付随義務または保護義務の－種と
される。しかし，契約の種類によっては，給付義
務の－種として扱う説も存する｡その説によれば，
たとえば，雇用契約で，使用者は，労働者に賃金
を支給すると同時に，安全な職場環境を提供する
ことも賃金の支給と同等の給付義務として安全配
慮義務を負っていると考えることになる。安全配
慮義務を付随義務ないし保護義務として扱えば，
その義務違反の効果は，損害賠償にとどまるが，
給付義務の－種としての安全の職場環境を確保す
る義務を肯定した場合，労働者側から履行請求ま
たは労務給付拒絶などの権利の行使も可能である。
他方，安全配慮義務の問題は，わざわざ契約上
の安全配慮義務法理を新設しなくても，不法行為
の問題として処理しても充分とする説もある'5。
確かに，「安全配慮義務は内容上，不法行為上の一
般的義務と近似し，対象事実も不法行為に跨るこ
とが多(い)'6」ため，この領域の問題は，契約責
任と不法行為責任との共通'性が高い問題であり，
とりわけ，安全配慮義務違反を理由として，下請
会社の従業員が直接契約関係がない元請会社に損
害賠償を請求することを認めるようになると'７，
不法行為上の義務との区別はさらに微妙となり，
「不法行為との関係いかんが深刻な難問となって
い'8」る状況にある。
の方が従業員を保護に対する積極'性について①事
件より強いと言える。この積極‘性について，第四
章の三で検討する。
②新入自衛隊員喧嘩事件は，国が隊員の居住場
所においても，生命，身体の安全を確保すべき義
務を負うとして国の安全配慮義務を肯定したが，
「事故の発生が客観的に予測されるような特段の
事Ｉ情」がない限り，その私的な行動についてまで
逐一監視すべき義務はないと判断し，国の安全配
慮義務違反を否定した。本判決で私的な行動及び
予測不可能を理由とする点では，前述昭和50年判
決の判旨③と同様，安全配慮義務の内容は，具体
的状況等によって判断している。
③毒コーラ中毒死事件判決は，使用者の安全配
慮義務違反を否定したが，①判決と同じように従
業員に対する安全配慮義務を負うことを肯定しつ
つ，業務とは関係ない私的な行為による損害であ
って，使用者の安全配慮義務違反にならないとし
た。同事件において，毒入りコーラを拾った場所
は仕事終了後に会社寮へ赴く途中であり，②事件
の自衛隊の居住場所と異なる。前者は契約目的な
いし給付義務履行と無関係な場所（履行過程）で
あり，後者は給付義務履行と関係ある場所（履行
過程）である。このため，前者は履行過程におけ
るものではないといえるため，安全配慮義務違反
を否定することができたであろう。これに対し，
後者の場合では，まず安全配慮義務の存在を肯定
した上で，具体の状況によって判断することにな
る。また，②事件では，自衛隊員の特質による特
別の事`情がない限り，当該事故を予測できないと
して，安全配慮義務を否定した。事故が発生した
場所と時間が履行過程にあるか否かは，安全配慮
義務違反の判断における重要なポイントであると
言えよう。本稿では，履行過程で問題になる安全
配慮義務の位置付けについて，第四章の二で検討
する。
二安全配慮義務不要説
1はじめに
「安全配慮義務が問題とされる事例につき，契
約構成ではなく，不法行為構成によって処理すべ
きであるとする立場には，その根拠を理論上の理
由に求める見解と，実益上の理由に求める見解が
ある'9｣。前者は，平野説によって主張されるとこ
ろであり，後者を最も全面的根拠付けたのは新美
説である。
２理論的否定説一平野説
平野説は，安全配慮義務を契約義務として捉え
る裁判例及び学説に対し，純粋な不法行為の問題
第三章学説の整理
一はじめに
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として次のように主張する。「安全配慮義務を雇
用契約上合意された給付義務と考えるのは擬制的
であり，また，合意に基づくのなら合意により制
限が許可されることになる20」「元来不法行為の
領域にあったものを目の前の実益を求めて無理に
債務不履行に組み込んだものであった２１｣，「理論
的レベルにおいて安全配慮義務が問題となる事例
は不法行為責任により律されるべきであり，法解
釈論のレベルにおいても理論的な諸不合理をもた
らしてまで契約責任または中間責任などと構成す
る必要はなく，率直に不法行為の改善に努めるべ
きである22｣，「理論的には，安全配慮義務は契約
が無効または締結されていない場合であっても認
められるのであり，このことはこの義務(そしてそ
の違反による責任)が契約の効力に基づくもので
なく，契約→労働という先行的事実そのものが義
務の発生原因にすぎないことを示すものである。
契約責任の拡大の背景には不法行為法の不備がよ
く指摘されるが，これまでの不法行為法があまり
にも無関係の者の間を中心に構築されてきたのが
問題の根本であり（概して契約責任の拡大を志向
する者は狭い不法行為観を持っている),むしろ不
法行為法こそ柔軟であるべきであり契約的場面に
適した理論構築が必要であろう23」とする。
右の観点の理論基礎として，論文「契約責任の
本質と限界一契約責任の拡大に対する批判的考
察(序説)-24」において，その基本的立場を示
す｡その見解は,｢意,恩自治｣の理念を出発点とし，
契約責任の理論的純正化を主張する。これと「完
全`性利益は不法行為法の保護対象である」という
観点とを結合したものである。つまり，「契約責任
における意思自治の原則の貫徹という原点に戻る
ことにより，契約責任と不法行為責任との限界が
明らかにされ，それは，利益面，義務面の考察と
結びつくことにより，両責任の構造上の差異を浮
き彫りにすることができるのではないか｣，「本来
の契約責任の拡大であることを明らかにすること
により，消去法的に契約責任の本来の領域を残す
ことになった。それは，まさに意思自治の原則に
適合するものであり，ここに契約責任の本質を見
出すことができる」として，「（ｉ）契約責任は，意
思自治の原則の下に私人が自由に創造した利益
(給付利益)－契約なしには存しえない利益一
の保護を目的とし，（ii）不法行為責任は，公の秩
序として一般的利益(給付外利益)－契約とは無
関係に存する利益一の保護を目的とするという
点で，両責任は区別されるべきである25」とする。
３実益的否定説一新美説２６
新美説は，裁判例で採り上げられた安全配慮義
務の各論点，すなわち，立証責任・履行補助者に
よる加害・遺族固有の慰謝料等を検討する。従来
の不法行為責任で追及する場合と対比し,｢安全配
慮義務を債務不履行責任と構成しても，不法行為
責任と構成することとの間には差異が認められな
いし，また認めるべきでないということである27」
とする。昭和50年判決においても不法行為に基づ
く損害賠償請求権が消滅時効にかかっていなけれ
ば同様の結論が得られたはずであるとし,「安全配
慮義務は,当事者の明確な合意によるのではなく，
信義則によって導き出され，かつ，確定さるべき
ものである。すなわち，その具体的内容は，具体
的状況に応じて，社会通念ないし価値判断によっ
て事後的に確定されざるをえないのであり，その
確定の方法は，不法行為の場合と異なるところは
ないように思われる」とする。
新美説は，安全配慮義務を従たる給付義務と保
護義務とに分け，前者の事前的回避効果としての
履行請求権･労務給付拒絶権を認める意見に対し，
「履行請求権にしても，履行拒絶権にしても，契
約上の権利として構成する方が理論構成としてす
っきりしており，そのかぎりでは，こちらの点に
関しての安全配慮義務の存在意義を肯定する見解
に賛成である28」とする。しかしながらその実益
については「それほど大きくはない29」と疑問を
提起された。つまり，「(ア)安全配慮義務違反を債
務不履行として捉えることが，そして，（イ)安全
配慮義務を一定の債務体系の中に位置づけること
が，債務概念の体系化ないし思考の整理といった
点での実益を超えて，適用規範を異ならしめるこ
となどのゆえに，現実の紛争解決にとって一定の
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損害賠償について不法行為規範を適用すべきもの
とする理由としては，安全配慮義務の`性質決定で
はなく，右義務が直面する「法律問題ないし利害
対立状況について最も適応するあるいはそのよう
な問題の解決を予定する規範はどれかを探究する
ことが肝要32」であるとする立場から，従来捉え
た個々の論点を再度検討し,｢基本的には不法行為
規範がこれに適しているとするもののようである
33」として，以前の私見を維持すると宣言した。
４小括
平野説と新美説両説とも安全配慮義務について
不法行為規範を適用すべきとしているが，前述の
ように，前者は理論上の理由に注目し，後者は実
益上の理由に注目しており，両説とも債務不履行
規範の適用を排除する。ただ，平野説は，不法行
為規範の適用にあたっては，現在の不法行為理論
を改善することが前提であり，契約規範を狭く扱
って，契約当事者間の意思表示を尊重するのと同
時に明確な意思表示以外の要素を厳しく制限し，
純粋な契約理論を主張した。平野教授の純粋な契
約理論は，後述する潮見教授の信義則を尊重する
観点と対立している。この対立点については，第
四章の－で検討する。新美説は，不法行為上の注
意義務も濃淡様々の関係にある者の間における注
意義務を想定できることを理由として，現在の不
法行為規範の現状のまま，すべての安全配慮義務
の問題を直接に不法行為規範で処理できるとする。
また，本章の三で紹介する安全配慮義務有用説の
國井説は,安全配慮義務規範は高度な義務として，
独自の射程範囲が有する意見を示しており，新美
説との対立点がある。この点については，第四章
の二で検討する。
実益を有するとみることに対しては，賛成できな
い。なぜならば，第一に，（ア)との関連では，ひ
とつの事故による損害賠償請求権について，その
法的構成を操作するだけで，適用規範が異なり，
したがって解決結果に差異が生ずるとすることが
果たして妥当なものといえるのか疑問であるから
である。そして，第二に，（イ）との関連では，そ
もそも，債務体系についての通説ともいうべき見
解が確立しているとはいえない状況では，体系的
位置づけをもって実際の紛争処理に寄与するとい
うことがおよそ非現実的であるからである。それ
はさておき，安全配慮義務を一定の債務体系の中
に位置づけることできるとしても，現実の問題と
なる債務を債務体系中の個々の類型の債務の中に
同定することが極めて困難であることに鑑みるな
らば，その実用‘性に関しては大きな疑問があると
ともに，現実の債務を債務体系の中に位置づける
ことのみで，当該債務をめぐる多岐にわたる争点
への適用規範のすべてを一挙に決定することがで
きるのか疑問であるからである30」とされる。
①川義事件の判例批評の中で，新美教授は，次
のような見解を示した。安全配慮義務違反を認め
ることの前提として「特別の社会的接触」が必要
であるが，その場合においても，必ず不法行為上
の注意義務より厳しい義務の存在を肯定するとい
う結論の理論上の根拠が不足である，と指摘し，
不法行為上でも同様の厳しい義務を認めるべきこ
とを主張した。つまり，「不法行為上の一般的注意
義務といえども，濃淡様々の関係にある者の間に
おける注意義務を想定するものであり，そこには
安全配慮義務が認められるような「特別の社会的
接触」が存在する場合も含まれ，その濃淡に応じ
た内容・程度の注意義務が社会通念によって設定
されるはずである。…したがって，「特別の社会的
接触」が存在する場合に，信義則上すなわち社会
通念上安全配慮義務が認められるならば，それと
同様の内容程度の不法行為上の注意義務が認めら
れるはずである31｣。
ここでは，安全配慮義務が債務不履行責任とし
て構成する意義は一応承認されている｡その上で，
三安全配慮義務有用説
１はじめに
多数の場合において，安全配慮義務の内容と不
法行為上の一般的注意義務の内容とは，同様かま
たはほぼ同様な内容と理解することが合理的であ
ろう。しかしながら，安全配慮義務概念は独自の
理論構成として学説・判例上広く論じられて，そ
安全配慮義務の有用性についての－考察 6１
の内容に関しては，従来の不法行為の適用領域を
越える特有の射程範囲が存在するのであろうか。
２国井説
国井説は，安全配慮義務規範の独自の適用領域
を肯定する立場である。
同説は，まず，多くの場合おいて，安全配慮義
務と不法行為上の一般的注意義務との同一性を肯
定し，次に昭和50年判決の半Ⅱ決理由中の「特別な
社会的接触の関係」を強調して，不法行為規範の
対象は特別な社会的接触の関係ではなく，普通の
全般的社会的接触の関係であることを示し，安全
配慮義務規範の独自射程範囲を主張した。すなわ
ち①川義事件の場合,｢安全配慮義務を不法行為に
持ち込む操作なくしては，不法行為上の責任を容
易には導き出し難い鍵｣。「安全配慮義務が一定の
法律関係を前提に存在するものであることに鑑み
ると，それが不法行為の一般的注意義務を超え，
かつ，それより厳しい内容となることは，なんら
異とすべきものではないばかりか，至極当然のこ
とといわなければならない35｣。
３奥田説
「一般的にいって，不法行為規範は，各人に対
し,自己の行為または自己の支配する物(ないし支
配領域)から他人の権利(法益)の侵害を生ずるこ
とのないようにと義務づける(一般的不可侵義務)。
義務の内容は，他人の権利(法益)を侵害しないと
いう目的に即して，自己の行為をコントロールす
ること，または自己の支配する物ないし領域を維
持・管理すること（権利侵害につながるような危
険を除去すること）である。これらはいずれも，
自己の行為ないし支配領域からの権利侵害を生ぜ
しめないという消極的内容のものであって，積極
的に他人の権利を保護することを内容とするもの
ではない。自らの行為または支配領域からの危険
を除去した結果が，他人の権利の不可侵，つまり
他人の怯益の現状維持につながっているだけであ
る。他人の行為や支配領域に積極的に介入してそ
の他人の法益の保護一一健康の保持，自然災害の
防止，第三者の違法な侵害の防止など－を図る
という義務まで負うものではない。このように考
えるならば，他人の行為（あるいは人格的利益）
や支配領域に積極的に介入してその他人の法益を
保護すべき義務は，契約または契約法規範によっ
てはじめて設定されるといいうるであろう｡36」
本来不法行為で保護できない安全配慮義務の独
自の射程範囲について,｢他者を害しないようにい
ろいろ積極的な措置，義務を課する不法行為規範
があるとすれば，それはもともとは公法上の規範
として設定されたもの……これらの中でも，例え
ば労働者の健康管理とか，安全教育をなすべき義
務などは，一般不法行為法規範からはひき出すこ
とはできませんし，また，特別に公法法規によっ
て使用者に命じられたとしても，直ちにそれが労
働者との関係を規律する不法行為法規判の内容に
なるとみることには距離があると思われ，このよ
うな場合は，まずは私法上の安全配慮義務の内容
として取り込まれる，ということ37」になる。
そして，安全配慮義務の独自の射程範囲と不法
行為の射程範囲の区別について，昭和50年判決の
ような事件において，本来，「簡単な不法行為の問
題」であり，自賠法もしくは国家賠償法で簡単に
処理される事件である。被害者の遺族が法律の無
知のため，３年を過ぎて，それでやむなく安全配
慮義務のような内容の理論構成をする。両規範に
よって規律されるとこるが重複の場合が大量であ
るが，本来不法行為規範ではカバーできない領域
を，安全配慮義務によって初めて保護を図るとい
う領域がある。「安全配慮義務の固有の領域は,こ
の二番目のものであると,思うのです。最初は-番
目のものから出発しましたが，本来，二番目のも
のが本命である38」とする。
奥田教授の意見の中で，不法行為上の￣般的注
意義務と安全配慮義務上の注意義務の区別として，
当該注意義務は積極`性があるか否かである。前者
は自己の行為をコントロールする義務であるので，
積極的労働者の健康管理や安全教育を徹底的にな
すべき義務及び第三者による加害に対する防止措
置の義務などが，前者から直接ひき出すことがで
きない。従って，安全配慮義務の注意義務の積極
人間社会環境研究第15号２００８．３6２
'性を有し，安全配慮義務規範の固有領域を肯定す
る。
４小括
國井教授と奥田教授とも，安全配慮義務は不法
行為上の一般的注意義務と異なる点があって，同
義務は独自性を有するという立場である。國井説
の特徴は昭和50年判決で言われた「特別な社会的
接触の関係」を重視し，特別だからこそ不法行為
上の義務より高度な義務を負うということにある。
奥田説は，不法行為法上の義務の消極'性に対し，
安全配慮義務は契約上の義務として，積極'性を有
することに着目している。積極`性を有することか
ら，第三者惹起型事故のような通常の不法行為規
範でカバーしにくい領域も処理できることになる。
目的達成のための必要条件とはなっていないけ
れど，「取引的接触」つまり給付結果を実現する
目的でなされた具体的行為に際して発生し得る
完全性利益侵害から相手方の保護を図るべき保
護義務である……(中略)……
第四段階の保護義務をも観念することが可能で
ある。これは，およそ特別の事実的接触が存在す
れば，そこにおいて生じ得る完全'性利益の侵害を
も保護義務の保護対象とし，これに契約責任の規
律を妥当せしめるというのである。もっとも，こ
の第四段階の保護義務に関しては，契約との接点
を欠くがゆえに，本質的にはむしろ不法行為責任
の問題として処理すべきである39｣。
潮見教授は保護義務の内容を契約の主たる給付
義務から不法行為の注意義務に近いまで４段階に
分けて，広く取り上げた。不法行為規範の一般的
注意義務と同一性の高い段階は第三段階の保護義
務である。そして，「債権者の完全`性利益を侵害す
る債務者の具体的行為が，給付結果ないし契約目
的達成を目指す履行過程に組み込まれたもの40」
を要件として，第三段階の保護義務は契約責任の
規律に服する。この要件は通常の安全配慮義務の
要件と類似`性があり，保護対象が完全,性利益であ
るので，潮見教授の第三段階の保護義務は安全配
慮義務と類似な義務として理解して妥当であろう。
前述のどおり，潮見説は不法行為上の義務も｢特
別の関係を前提としないいわゆる一般的不可侵義
務」と「特別の関係にある当事者の間で相対的に
設定された安全義務」と区別して論じるべきだと
指摘した。この「第三の保護義務」は特別の関係
を前提としない一般的不可侵義務より高度な義務
は当然なことであるので，とくに論じる必要がな
い。問題になるのは，安全義務と保護義務との関
係である。両者とも特別の関係にある当事者間で
の完全,性利益の保護を目的とする点で共通性があ
る。高度な義務としての理由は，「同一の当事者間
で設定される安全義務（第四段階の保護義務に相
当する）よりも限定された範囲で設定されるとい
うことになる。また，その内容も給付結果ないし
契約目的の達成に伴う特殊の危険を回避するため
四特別有用説
１保護義務段階説一潮見説
潮見教授は，完全性利益の保護を目的とした義
務を「保護義務」として扱い，この場合の保護義
務を債務の履行過程との関連で次の４階段に分け
て論じた。
即ち，「その－は，完全１性利益の保護が，合意
を基礎として実現されるべきものとされた(主
たる)給付結果を形成している場合である｡例え
ば，警備契約，寄託契約，幼児保護預かり契約
における保護義務がこれに当たる。これは「主
たる給付義務」として位置付けられるべき保護
義務である。
その二は，合意を基礎として実現されるべき
ものとされた給付結果は完全性利益の保護それ
自体を対象としていないけれども，給付結果を
契約目的に適って保持・利用するためには完全
』性利益が保護されていることが必要であるとい
う場合である。例えば，運送契約，診療契約，
宿泊契約，在学契約，運動施設利用契約におけ
る保護義務がこれに当たる。これは，……「契
約目的達成のための従たる給付義務」として位
置付けられるべき保護義務である。……(中略）
第三の保護義務とは，完全'性利益保護が契約
安全配慮義務の有用'性についての－考察 6３
に必要な行為が要求されるがゆえに4'｣，安全義務
よりも高度化されたものとなる。
２小括
潮見教授は，保護義務を四段階に分類し，同義
務の射程範囲を広く設定している｡前述のどおり，
潮見説におけるいわゆる「第三の保護義務」は，
安全配慮義務と同一性があるものとして理解でき
るのではないかと思われる。安全配慮義務は潮見
教授が定義した保護義務の一部になっており，「第
三の保護義務」を不法行為法上の義務より高度な
義務として認める理由は，「取引的接触」の関係が
あって，信義則の役割を重視することにある。こ
の点については，第四章の=で検討する。
上合意された給付義務と考えるのは擬制的であり，
また，合意に基づくのなら合意により制限が許可
されることになる」等と指摘された。しかしなが
ら，意思自治は，契約関係において重要性を持っ
ており，契約当事者の意思を尊重することは当然
であるが，当事者意思以外の信義則などを排除す
ることが妥当であるとは言えない。潮見説が述べ
たとおり，「両当事者はお互いに当事者相互ならび
に社会生活における信頼を裏切らないように行動
すべ<拘束を受けることになる｣｡意思自治は完全
に自由な行為ではなく，信義則も含めての自治で
ある。この前提には，信義則のみならず，民法９０
条の公序良俗(社会的妥当性)などの規定も含まれ
る｡契約当事者の意思が公序良俗に違反する場合，
意思自治に基づく契約も無効になる。従って，「安
全配慮義務を雇用契約上合意された給付義務と考
えるのは擬制的であり，また，合意に基づくのな
ら合意により制限が許可されることになる」とい
う論断の中で，その「合意により制限」自体は公
序良俗の違反になるので，認める余地が少ないで
あろう。従って，契約原理を純正化しようとして
も，こうした各種前提まで排除することが妥当と
は言えないであろう。
第四章問題の検討
一契約当事者意思と信義則との関係の問題
前述の平野説は，契約責任の拡大説を批判しつ
つ，契約関係の「意`恩自治」を強調し，純正な契
約責任を提唱する｡この見解と対立する潮見説は，
契約責任が当事者意思と信義則の両者共同作動の
結果であるとする，当事者意思と信義則の分業と
共働という見解を示した。つまり，「両当事者によ
り自律的に設定された契約債権関係にあっては，
まず，その核心部分たる主たる給付義務・給付請
求権の内容と範囲の確定について両当事者の自律
的決定に委ねられるという意味で，私的自治・契
約自由の原則が支配している。他方，その債権関
係の正常な展開へと向けて両当事者がお互いに期
待に沿った行動をとることが権利成立の前提とさ
れているのであるから，両当事者はお互いに当事
者相互ならびに社会生活における信頼を裏切らな
いように行動すべく拘束を受けることになる。こ
の意味で，契約債権関係は信義則の支配をも受け
ている……契約債権関係は，契約自由・私的自治
の原則のもとにその存在が承認されるものの，そ
の正常な展開が信義誠実の原則にとっても保障さ
れているのである42」とする。
平野説において，契約上の責任説は，「狭い不法
行為観を持っている｣，「安全配慮義務を雇用契約
二安全配慮義務とは高度な厳しい注意義務であ
るか否か
前述の平野説は，安全配慮義務を契約責任とし
て構成する見解には賛成していないが，安全配慮
義務は，これを新しく生まれた義務としてその自
体の存在意義を肯定すべきであるとする立場であ
る。そして，この新生の義務の役割の発生には，
民法理論上での積極的改善又は改良が必要である
とする。すなわち，従来の不法行為法規と債務不
履行法規のいずれを改善すべきか，またはこの両
者を以前のまま維持し，改めて両者の中間的義務
を発見または創造するかの問題である｡平野説は，
根本的解決方法として不法行為規範を改良するし
かないと指摘した。
安全配慮義務の成立の契機となった昭和50年判
決は，平野説の述べたような，「目の前の実益を求
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働者は負っているのである｡このことは,｢使用者」
の指揮監督が労働者の，…運命を握っているとも
いえるのである。つまり，労働者の自己決定領域
は支配されて狭められ，自らの生命・身体・健康
等は，「使用者」の指揮監督により支配され，その
安全確保についても『使用者」の手中にあると言
える。従って，労働者自身に自身の生命・身体・
健康等の安全確保を任せることはできないのが現
状なのである。しかし，そのことは，労働者自身
の生命・身体・健康等の保護を無視する理由には
ならない。人の生命・身体・健康等は，社会の中
で最優先されるべき絶対的価値だからである45」
(傍点筆者)と主張した。この見解の中の使用者と
労働者の間の支配と被支配の関係は,國井説の｢特
別な社会的接触の関係」の一つの場面であるとい
える，このような関係を前提として，使用者とし
て高度な義務を負うことが妥当であろう｡従って，
蓑輪説は国井説の所謂厳しい義務の根拠になりう
るであろう。
國井教授は,①事例において，「安全配慮義務を
不法行為に持ち込む操作なくしては，不法行為上
の責任を容易には導き出し難い」という観点を示
した。この意見に対し，新美説は，①事件の判例
批評の中で,「不法行為上の一般的注意義務といえ
ども，濃淡様々の関係にある者の間における注意
義務を想定するものであり，そこには安全配慮義
務が認められるような「特別の社会的接触」が存
在する場合も含まれ，その濃淡に応じた内容・程
度の注意義務が社会通念によって設定されるはず
である。…したがって，『特別の社会的接触」が存
在する場合に，信義則上すなわち社会通念上安全
配慮義務が認められるならば，それと同様の内容
程度の不法行為上の注意義務が認められるはずで
ある46」と述べた。右の理由の中で，「それと同様
の内容程度の不法行為上の注意義務が認められる
はずである」という結論の論拠は少し足りないで
あろう。確かに，不法行為上の一般的注意義務で
も，濃淡様々の関係にある者の間における注意義
務を想定することできる場合があるとしても，
「濃」度の高い場合は多いとは言いにくい，多数
め43」るため，契約責任構成を採用したというこ
とにはならないであろう。昭和50年判決に関して，
裁判所は，当然に保護すべき自衛隊員遺族を保護
するために，ただ既に消滅された不法行為規範の
３年間消滅時効の壁を越えるため，わざわざ債務
不履行構成上の安全配慮義務を創立するという仮
説が一応ある程度の合理'性を有するが，仮にその
仮説の妥当性を認めるとしても，それは安全配慮
義務誕生過程の直接の契機にとどまり，同義務の
創立のすべての原因にならない。また，この問題
について，奥田教授は，次の見解を述べた。つま
り，昭和50年判決は，本来，「簡単な不法行為の問
題」であり，自賠法もしくは国家賠償法で簡単に
処理される事件である。被害者の遺族が法律の無
知のため，３年を過ぎて，それでやむなく安全配
慮義務のような内容の理論構成をする。両規範に
よって規律されるとこるが重複の場合が大量であ
るが，本来不法行為規範ではカバーできない領域
を，安全配慮義務によって初めて保護を図ろとい
う領域がある。「安全配慮義務の固有の領域は,こ
の二番目のものであると思うのです。最初は－番
目のものから出発しましたが，本来，二番目のも
のが本命である」とする44．
安全配慮義務は不法行為上の一般的注意義務よ
り厳しい義務である，という命題の理論上の根拠
に関しては，国井説が述べたような「特別な社会
的接触の関係」から厳しい義務の結論を自然に出
すことができる｡すなわち，「特別｣だからこそ｢普
通」（あるいは通常)より厳しいという証明の必要
がないほど非常に単純な理由を強調することを言
えよう。しかしながら，右新美説の疑問の答えと
して，右の単純な理由より一層説得力の強い見解
があるであろうか。蓑輪説は，雇用契約ないし労
働契約において，「使用者」による労働者の支配性
という特殊'性を強調し,「労働者はほとんどの場合，
指示・指定された労働場所で，指示・要請された
労働内容を実現しなければならない。一定の施
設・設備の内で，決められた機械・用具等を使用
して，要請された作業内容に従って，即ち，『使用
者』の指揮監督に従って，労務提供する義務を労
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の場合は濃度が低い関係であろう。仮に「濃」度
の高い場合は，契約当事者間と同様な濃度である
といえないであろう，あるいは言うべきないであ
ろう。契約関係の当事者間の接触の濃度が高いた
め，契約の履行の過程で，「相手方の法益に対する
影響可能`性（侵害危険性）の高さも，給付目的の
実現・促進に向けられた分だけ高くなるもの47」
といえる。この点について，北川説は，次のよう
な見解を述べた。つまり「契約債権関係では，当
事者双方がお互いに相手方の法益圏にアクセスす
ることが正当付けられている。そうでなければ契
約目的はまずもって実現されないのである。とこ
ろが，この正当にアクセスしうるという立場は，
いいかえると，相手方の法益への侵害可能性をも
同時に意味している。通常なら許されないことが
許される立場にある者（契約債権の当事者）は，
そのような侵害可能性を現実化しない安全義務を
負っている｡48｣。北川説の言い方を変えれば，つ
まり，本来契約関係のない両当事者間には一定の
距離があって，両当事者はこの距離を維持しなが
ら相手を侵害しないような不法行為規範上の注意
義務を負う。この距離が契約による近くなったり，
お互いに相手の領域へアクセスしたり場合におい
て，相手へ侵害するリスクも同時に増えて，契約
の目的を円滑に実現するために，このリスクを現
実しないように注意義務が発生し，この注意義務
はいわゆる安全配慮義務であり，当該義務の強度
は不法行為上義務より強いである。従って，北川
説は右厳しい義務の一つの理論上の根拠になると
いえるであろう。
森田教授は，①事件の批評で，國井教授の「第
三者惹起事故」が強調しすぎることを指摘し，も
っと一般的な解釈が妥当と主張した。つまり，「そ
のような具体的状況の下では盗賊の侵入・加害行
為の危険性は宿直業務遂行の危険'性に含まれてい
るといえるのであり，その意味で内在的危険とな
っていたとみることができるということである。
従って，判旨を職場外の第三者の加害行為という
外来的原因による事故に対しても安全配慮義務を
負うという高度の注意義務を課したと理解す
る……のは，若干不正確であり，判旨の射程を
広く捉えすぎてしまう恐れがある……第三者惹
起事故というカテゴリーを通常職場に内在する危
険と区別し，その特殊性を強調するのは問題であ
ろう。やや一般的な言い方をすれば，提供された
労務を受領する過程に抽象的な危険が内在してい
るからこそ，使用者はその危険が具体化しないよ
う配慮すべき義務を負うのであり，その危険の具
体化が外来的原因による場合であってもこのこと
は変わりなく，外来的原因によるというだけで免
責されるわけではない｡49」と示した。
國井説の「第三者惹起事故」という問題を強調
しすぎるか否かまだ別として，森田教授の意見の
中で，労務を受領する過程において，抽象的な危
険が具体化しないよう配慮すべき義務を負う，危
険の具体化が外来的原因または内部の原因に問わ
ず,高度な義務を負うという指摘が妥当であろう。
特に，労務を受領する過程という前提は重要な意
味があると考えられる。この前提は昭和50年判決
の「特別な社会的接触の関係に入った当事者問」
という抽象的関係の一つの具体的場面であると言
えよう。このような場面の中で，使用者は不法行
為規範上の一般的注意義務を負うに止まらず，特
別（当事者間接触の濃度が高い）の場面の中であ
るため，不法行為規範を上回る高度な義務を負う
可能性が否定することができない。裁判例を見る
と，右のような方向性が現れ，例えば，本稿で引
用した安全配慮義務違反を否定された③拾得毒
コーラで死亡事件において，仕事終了して，被害
者Ａを含めて６人で会社の寮に赴く途中で，最初
にコーラびんを拾い上げてＡに渡したＢの行為は，
被告会社Ｙの業務とは何の関係もなく，また，Ａ
がこれを飲んだ行為もまったくＡ個人の私的な行
動であって，Ｙの勤務態勢，従業員の安全・健康
管理とは無関係であることを理由として，Ｙの安
全配慮義務違反を否定した。第三者による加害の
事件であるが，労務を受領する過程の中で発生し
た事故でないので，使用者として，安全配慮義務
違反とならないことが妥当な判断であるというべ
きである。
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三安全配慮義務上の注意義務の積極性について
前述の奥田説は，安全配慮義務の注意義務の積
極｜性を示した｡つまり，安全配慮義務が負う側(使
用者）は，自己側の行為をコントロールすること
に止まらず，被用者及び第三者の行為や支配領域
に積極的に介入して，給付目的の履行過程の中に
おいて，発生する可能の危険を予測し，有効な防
止措置を行わなければならない。右の積極性が裁
判例で現すことがある。例えば前掲①事件におい
て，盗難等の危険を考慮して休日又は夜間の宿直
員を新入社員1人としないで適宜増員するとか宿
直員に対し十分な安全教育を施すなどの措置を講
じていなかった,盗賊侵入防止のためののぞき窓，
インターホン，防犯チェーン，防犯ベルなどの措
置を施さずなどと述べた。④リサイクルショップ
事件において，一審のさいたま地裁（判夕1213号
185頁）の判断では，「被告らが店長ら従業員に対
し，閉店後の従業員用で入り口の施錠の徹底，店
内に複数従業員が残ることの徹底，通報装置等の
使用方法の徹底という防犯安全教育を疎かにした
ことは，上記安全配慮義務の履行上で足りなかっ
た点と指摘できる」と述べた。つぎに，本件の加
害者Ｂ，Ｃが店の売上金の奪取に加え，従業員に
発見された場合に殺害することまで謀議して，強
固な意志で敢行された稀な事件であるといえる。
そして,そのような強固な意思による犯行に対し，
上記程度の安全対策で防止しうるか，という疑問
の余地もあ」る。そして，Ｂ・Ｃが，閉店後の店
を襲う計画をするについては，当夜従業員がＥ－
人だけになると思ったこと，店の従業員通路が無
施錠であることを知っていたことが，大きな誘因
となったといえる。従って，被告らは，上記程度
の安全対策徹底なして，本件の強盗殺人等の事件
に及ばなかった可能Ｉ性は相当程度あるといえる。
④事件の判断理由を分析すると，次のようなプ
ロセスがあるといえる。（a）安全配慮義務の注意
義務の存在→(b)積極的安全教育など従業員を保
護する措置上で徹底か否かの判断→（c)被害者の
被害との因果関係の存否についての判断→（｡)安
全配慮義務違反があるか否かの結論が得る。
不法行為上の一般的注意義務違反を主張する場
合において，原因たる被告の特定の人の特定の行
為を示すことが通常であり，④事件のような方式
で，人と行為を特定しなくても，積極な保護措置
が具備していなければ，直ちに因果関係が認める
といえる。事実上，原告側の立証の負担が軽くな
るといえる。つまり，積極な保護義務が認める前
提があるため，立証の負担の軽減になるという。
積極的に他人の権利を保護する義務を負う理由
については，奥田教授は明確に述べてない。前述
の國井説の根拠と同一であると考えられるであろ
う。この積極的保護義務は，前述の國井説の厳し
い義務あるいは高度の義務の具体例であろう。
第五章結語
以上のとおり，第三者惹起型事故の裁判例を中
心に引用・分析し，安全配慮義務有用説（契約責
任説）と無用説（不法行為責任説）を紹介した。
両説の比較作業によって，安全配慮義務は契約上
の義務としてその存在理由があって，不法行為規
範と安全配慮義務規範両者の保護対象は完全`性利
益であるため，多数の場合において両義務の効果
に区別はなく，同様な保護水準まで到達できると
いう結論に達した。しかしながら本稿で紹介した
①判決と④半I決についていえば，不法行為規範の
みの適用は，被害者の保護が不十分となるおそれ
があると思われる。少なくともこのような少数の
場合において，安全配慮義務の独自性，及び，不
法行為法上のそれより高度な義務を認めるべきで
はないかと考える。
また，第四章の三で安全配慮義務の積極性を論
じたが，積極`性は高度な義務の一つの例として考
えてもよいのではないか，また，この積極性は高
度な義務に止まらず,立証責任の負担においても，
実質上は被害者にやや有利な結果が導かれるので
はないかと考える。以上の理由により，安全配慮
義務は契約上の義務として，不法行為上の義務よ
り独自性があって，損害賠償領域においても，有
用な理論として位置付けることができるといえよ
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る。
②遺族固有慰謝料について，最判昭和55年12月１８
日（民集34巻７号54頁）は，雇用契約ないしこれに準
ずる法律関係の当事者ではないことを理由として,遺
族固有慰謝料請求権を否定した。
③遅延損害金の起算点について,右55年判決は,｢債
務不履行に基づく損害賠償債務は期限の定めのない
債務であり，民法412条３項によりその債務者は債権
者からの履行の請求を受けた時にはじめて遅滞に陥
るものというべきである」と判断したので，不法行為
規範の不法行為時の方が有利である。
７前掲注６の①判決。
８星野雅紀「安全配慮義務とその適用領域について」
前掲下森「展開」ｐ６３．
９瀬川・前掲注５，「安全配慮義務論・再考」ｐ､２２０．
１０最近,安全配慮義務の性質論はあまり重要ではない
意見も見られる。例えば，①内田教授は「製造物責任
は契約責任でも不法行為責任でも,制度的にはどちら
でもありうるが……，安全配慮義務も同様である。
むしろ，広い意味で，事故法（現代の民事責任の中に
このような法類型を想定することができる）の一環と
して理解すべき制度といえよう」と意見を指摘した。
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た。つまり，安全配慮義務の問題になる事故は多数的
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故や学校事故のように，現代社会において，多数的に
は不可避な事故による(人身損害)を,社会的コストと
していかに配分するかという問題にかかっている｣。
安全配慮義務も自動車事故のような保険で分散する
方法を適用すれば，社会的コストとして，合理的に配
分することができる。従って，安全配慮義務概念の有
用性も認めるべきだと指摘した。（内田貴「債権総
論・担保物権」東京大学出版会，2005,ｐｐｌ３６～137.）
②新美教授は｢安全配慮義務の実益ないし存在意義を
考えるにあたっては,安全配慮義務の性質決定が重要
なのではなく，安全配慮義務がどのような特性を持つ
法律問題ないし利害対立状況に直面するのか,そして
そのような法律問題ないし利害対立状況について最
も適応するあるいはそのような問題の解決を予定す
る規範はどれかを探求することが肝要」と指摘した。
（新美育文「｢安全配慮義務の存在意義」再論」『法律
論叢』60巻４．５合併号,明治大学法律研究所,1988,
ｐ５８８．以下新美「再論」として引用する｡）
１１例えば，前掲注5，宮本健蔵『安全配慮義務と契約
責任の拡張』ｐｐ３５９～371.
12国井和郎「第三者惹起事故と安全配慮義務」「判例
タイムズ」529号，判例タイムズ社，1984,ｐ２０４
１３奥田昌道｢請求権競合問題について－債務不履行
つ。
前述の昭禾ﾛ50年半Ⅱ決は，安全配慮義務を広く設
定しているため，雇用契約以外の各種契約におい
ても，同義務の発生する余地を残すものである。
したがって，在学契約50．旅客運送契約51．宿泊契
約52などの領域にまでその適用を認めた判例も見
られる。これらの雇用契約以外の領域における安
全配慮義務違反の問題も今後の課題として検討し
ようと考えている。
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